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年金記録に係る苦情のあっせん等について

年金記録確認熊本地方第三者委員会分

１．今回のあっせん等の概要

（１）年金記録の訂正の必要があるとのあっせんを実施するもの 3 件

厚生年金関係 3 件

（２）年金記録の訂正を不要と判断したもの 1 件

国民年金関係 1 件



熊本厚生年金 事案 976 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除されて

いたことが認められることから、申立人のＡ社における資格取得日に係る記

録を昭和 48 年 10 月１日に訂正し、申立期間の標準報酬月額を４万 8,000 円

とすることが必要である。 

   なお、事業主は、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務

を履行していないと認められる。 
 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 30年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 48年 10月１日から同年 11月８日まで 

    私は、Ｂ社及びＡ社に継続して勤務していたが、申立期間に厚生年金保

険の加入記録が確認できなかったので、厚生年金保険被保険者期間として

認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

雇用保険及び厚生年金基金の加入記録、並びにＡ社に係る健康保険組合へ

の適用年月日が「昭和 48 年 10 月１日」であることから判断すると、申立人

は同社及びその関連会社に継続して勤務し（昭和 48 年 10 月１日にＢ社から

Ａ社へ異動）、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除さ

れていたことが認められる。  

また、申立期間の標準報酬月額については、申立人に係る厚生年金基金の

昭和 48年 10月の記録から４万 8,000円とすることが妥当である。 

一方、Ａ社は、申立期間に係る適用事業所の記録が年金事務所に無いもの

の、同社が昭和 48 年 10 月１日にＣ健康保険組合に提出した「事業所編入同

意書」からは、当時、39 人の被保険者がいたことを確認できる上、同社は同

日に当該健康保険組合に加入していることから、当時の厚生年金保険法に定

める適用事業所の要件を満たしていたものと判断される。  

なお、事業主が申立人に係る厚生年金保険料を納付する義務を履行したか

否かについては、事業主は、申立人の申立てどおりの届出を行っていないこ



とを認めている上、事業主は、申立期間においてＡ社が適用事業所としての

要件を満たしていながら、社会保険事務所（当時）に適用の届出を行ってい

なかったと認められることから、社会保険事務所は、申立人に係る昭和 48 年

10 月の保険料について納入の告知を行っておらず、申立期間に係る保険料を

納付する義務を履行していないものと認められる。 



熊本厚生年金 事案 977 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除されて

いたことが認められることから、申立人のＡ社（現在は、Ｂ社）における資

格喪失日に係る記録を昭和 45 年８月１日に訂正し、申立期間の標準報酬月額

を６万円とすることが必要である。 

   なお、事業主は、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務

を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 14年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 45年７月 21日から同年８月１日まで 

    私は、申立期間について、Ａ社及びその関連会社に継続して在籍してい

たが、厚生年金保険の加入記録が確認できなかった。申立期間について勤

務していたのは間違いないので、申立期間を厚生年金保険被保険者期間と

して認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

複数の同僚の証言から判断すると、申立人はＡ社及びその関連会社に継続

して在籍し、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除さ

れていたことが認められる。 

なお、申立期間の厚生年金保険の取扱いについて、同僚の厚生年金保険の

記録及び証言から判断すると、申立人は、Ａ社の資格喪失日として記録され

ている昭和 45 年７月 21 日より前から、関連会社Ｃ社に勤務しており、45 年

８月１日に同社が厚生年金保険の適用事業所となると同時に同社で資格取得

していることから、申立期間についてもＡ社において、引き続き厚生年金保

険の被保険者資格を有していたものと推認できるため、申立人の同社におけ

る資格喪失日を 45年８月１日とすることが妥当である。 

また、申立期間の標準報酬月額については、申立人のＡ社に係る被保険者

原票における昭和 45 年７月１日付けの随時改定による標準報酬月額の記載か

ら、６万円とすることが妥当である。 



なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、事

業主は不明と回答しているが、Ａ社における厚生年金保険の資格喪失日が雇

用保険の離職日と同日となっており、公共職業安定所及び社会保険事務所

（当時）の双方が誤って同じ日付けを記録したとは考え難いことから、事業

主が昭和 45 年７月 21 日を資格喪失日として届け、その結果、社会保険事務

所は申立人に係る同年７月分の保険料について納入の告知を行っておらず

（その後に納付されるべき保険料に充当した場合又は保険料を還付した場合

を含む。）、事業主は申立期間に係る保険料を納付する義務を履行していない

と認められる。 



熊本厚生年金 事案 978 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除されて

いたことが認められることから、申立人のＡ社における資格喪失日に係る記

録を昭和 42年６月１日に訂正し、申立期間の標準報酬月額を４万 5,000円と

することが必要である。 

   なお、事業主は、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務

を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男（死亡） 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和７年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 42年５月 31日から同年６月１日まで 

    Ａ社において昭和 42 年６月にＢ地からＣ地に転勤し、継続して勤務して

いたので、申立期間を厚生年金保険被保険者期間として認めてほしい。 

    （注）申立ては、申立人の妻が、死亡した申立人の年金記録の訂正を求

めて行ったものである。 
 

第３ 委員会の判断の理由 

雇用保険の記録から判断すると、申立人は、申立期間当時、Ａ社に継続し

て勤務していたことが認められる上、同社は、申立期間については、同社の

支店間の転勤に伴う事務処理の誤りがあった可能性があると回答しているこ

とから、申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から

控除されていたことが認められる。 

また、申立期間の標準報酬月額については、申立人のＡ社における昭和 42

年４月の社会保険事務所（当時）の記録から、４万 5,000 円とすることが妥

当である。 

なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、事

業主が資格喪失日を昭和 42 年６月１日と届け出たにもかかわらず、社会保険

事務所がこれを同年５月 31 日と誤って記録することは考え難いことから、事

業主が同日を資格喪失日として届け、その結果、社会保険事務所は、申立人

に係る 42 年５月の保険料について納入の告知を行っておらず（社会保険事務



所が納入の告知を行ったものの、その後に納付されるべき保険料に充当した

場合又は保険料を還付した場合を含む。）、事業主はこれを履行していないと

認められる。 

 



熊本国民年金 事案 750 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 50年７月から 52年 12月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 30年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 50年７月から 52年 12月まで 

    昭和 55 年３月頃、未納分の国民年金保険料を遡って納付できることを知

り、未納分約５年間の保険料である 20 万円前後を一括納付したが、年金事

務所の記録は、申立期間の国民年金保険料が未納となっているので、正し

い記録に訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、昭和 55 年３月頃、申立人の妻が、妻自身の国民年金の加入手続

のためＡ町役場に出向いた時、同町職員から申立人の未納分の保険料につい

て遡って納付できることを聞き、妻が未納分の保険料を同町役場で一括納付

したと主張している。 

しかしながら、申立人は一括納付した未納期間の保険料は、昭和 50 年７月

から 55 年３月までの約５年間分の 20 万円前後であり、オンライン記録で納

付済みとされている 53 年１月から 54 年５月までの期間の保険料について、

55 年３月より前に納付した記憶はないと供述しているが、前住地であるＢ村

における申立人に係る国民年金被保険者名簿の記載から、申立人は、当該期

間の保険料をＢ村において既に納付していたことが確認できることから、申

立人の主張には不自然な点が見受けられる上、申立人が一括納付したとする

期間から、53 年１月から 54 年５月までの期間を除いた期間を納付するために

必要となる金額と申立人が主張する金額とは一致しない。 
また、申立人の妻は、未納分の保険料に係る納付書をＡ町役場の町民課窓

口で発行してもらい、収入役室で一括納付したと供述しているところ、国民

年金の制度上、申立人の妻が供述する方法で納付できる期間は、昭和 55 年３

月時点では 54 年６月から 55 年３月までの期間であり、申立期間に係る保険

料は当該方法では納付することができない上、同町は、国民年金保険料の納



付は現年度分のみ収入役室で可能であり、過年度分及び過去の未納分を一括

納付する特例納付に係る保険料の収納や保険料を預かることはせず、案内を

するのみだったと回答している。 

さらに、申立人は、申立期間に係る国民年金保険料を納付していたことを

示す関連資料（家計簿等）を所持しておらず、ほかに申立期間の保険料を納

付していたことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断

すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めるこ

とはできない。 


